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トランプ政権の始動は製造業雇用増加のための経営者との会合 
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１月 20 日にトランプ氏が第 45 代大統領に就任した。23 日にはホワイトハウスで初会合を開催した。

通例なら記念すべき初会合には閣僚など政府首脳が召集される。日本なら初閣議だ。ところがトランプ

大統領は、製造業の経営者を召集して、雇用増加のために企業ができる具体的な要望事項を１ヶ月以内

に提案するよう要請した。大多数の閣僚の議会承認が済んでいないとはいえ、これは異例で、経済問題、

特に雇用を大統領の直轄とするという強い意思表示と見て良いのではないか。尚、その後トランプ大統

領は、製造業での雇用増加のための組織「製造業雇用イニシアチブ」を創設する意向を発表している。 

ホワイトハウスに召集された製造業の企業経営者の心中は複雑だろう。米財界は TPPや NAFTAなど自

由貿易の推進を歓迎してきた。それとは正反対の政策を前提に、雇用が増加する具体的な提案を出すよ

う要請されても、提案などなくむしろ反対、というのが本音だろう。 

トランプ大統領は「神が創造した最大の雇用創出者」になることを標榜している。具体的には、工場

のアウトソース阻止とインソース増

加による製造業での雇用増加だ。しか

し、輸入品を国産品で代替する、農業

が主体の発展途上国のようなやり方

では、無理がある。米国の雇用のうち

製造業の占める割合は約８％しかな

い。しかも、財界の反対が強いうえに

保護貿易がエスカレートして世界経

済の縮小均衡を招くリスクもある。 

他方、サービス業の雇用者数は製造

業の約８倍だ。サービス貿易収支は黒

字で輸出競争力も強い。しかも、たと

えば日本のように空き家問題の深刻

化とホテル不足が併存するにもかか

わらず民泊が強く制限されていたり、タクシー乗客数の長期減少基調が続くにもかかわらずウーバーの

参入が事実上閉ざされている国もある。製造業よりサービス業を対象に閉鎖的な海外市場を開拓する方

が、お互いが win-winの関係になれて実効性を伴うだろう。当該サービス企業としても望むところであ

り、雇用の増加に直結するはずだ。投資家も実業家も労働者も、今の段階からいずれそうなることを想

定して、準備しておくのが得策ではないか。                        以上 
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米国；雇用者数の変化幅（千人）

業種 2008年9月 2016年12月 変化幅 特記事項

鉱業 727 632 -95 資源価格下落

建設業 7,044 6,699 -345 バブル崩壊

製造業 13,275 12,275 -1,000 長期減少トレンド

サービス業 92,739 103,425 10,686 長期増加トレンド

小売 15,172 16,018 846 Eコマース

情報サービス 2,961 2,761 -200 海外アウトソース

金融 8,170 8,349 179 規制強化

不動産 1,478 1,583 105 バブル崩壊

専門職 17,654 20,503 2,849 長期増加トレンド

医療・教育 18,940 22,971 4,031 高齢化

公務員 22,537 22,223 -314 財政赤字削減

合計 136,377 145,303 8,926 失業率6.１→4.7％

〔出所〕米労働省統計より、りそな銀行作成


